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主な検討事項について 

  

今後、大気汚染防止法の一部を改正する法律（平成 27 年法律第 41 号）によ

り改正される大気汚染防止法（以下、「改正大気汚染防止法」という。）に基づ

いて水銀の大気への排出を規制するにあたって、検討が必要となる主な事項は

以下のとおりである。 

 

１．規制対象施設 

大気汚染防止法施行令等の一部を改正する政令（平成 27 年政令第 379 号）

において、対象施設は、「条約附属書Ｄに掲げる施設又は条約附属書Ｄに掲げ

る工程を行う施設のうち、条約第８条第２項(ｂ) に規定する基準として環境

省令で定める基準に該当するものとする」としている。 

対象施設を具体化するにあたり、施設の種類及び規模（原料の処理能力、火

格子面積、バーナーの燃料の燃焼能力、変圧器の定格容量、焼却能力等により

規定）について検討する必要がある。 

 

 平成 27 年１月 23 日中央環境審議会答申「水俣条約を踏まえた今後の水銀大

気排出対策について」抜粋 

 ○ 排出規制の対象施設の選定に当たって 

  具体的な対象施設の範囲については、大気汚染防止法施行令（昭和

43 年政令第 329 号）に基づくばい煙発生施設の施設概念にとらわれ

ず、条約第８条及び附属書Ｄの趣旨に照らして適切に設定すべきであ

る。 

 ○ 排出規制の対象施設の規模を設定するに当たって 

  対象施設の規模について、水俣条約第８条第２項(b)１は、各分類に

関し、当該分類からの排出量の少なくとも 75 パーセントを含む水準

であれば、裾切り基準を設けて良いとしている。 

  この規定に則り、規制対象施設は、原則として一定規模以上のもの

に限定することが適当である。ただし、規制対象の発生源のうち、施

設規模に関わらず水銀を確実に扱う又は基本的に扱わない施設類型

については規模の大小に関わらず対象又は対象外とすることも考え

られる。 

資料３ 
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＜検討課題＞ 

 ○ 施設種類の区分は、ばい煙発生施設と同様でよいか。 

この点、水俣条約では、石炭火力発電所と産業用石炭燃焼ボイラーが発

生源として区別されているが、我が国の制度で区別するか。 

○ 施設規模に係る指標（例：伝熱面積、燃料燃焼能力、原料処理能力、火

格子面積等）は、ばい煙発生施設と同様でよいか。 

○ 裾切り基準について、条約第８条第２項(ｂ)で規定される各排出源から

の排出量の少なくとも 75％を含む水準を満たしつつ、法的安定性のあるも

のとなるような値を設定する必要があるところ、どのような基準を設定す

るか。 

○ 施設規模に関わらず水銀を確実に扱う又は基本的に扱わない施設とはど

のようなものが該当するか。 

  この点、水銀を扱う又は基本的に扱わないと判断する指標をどうするか

（原燃料等中の水銀含有量、排ガス中水銀濃度、水銀排出量等）。 

○ ボイラーは、施設の安定稼働時において、専ら石炭を燃料とするもの（石

炭専焼ボイラー）、石炭を燃料としつつ石炭以外のものも燃料とするもの

（石炭混焼ボイラー）、専ら石炭以外のものを燃料とするもの（石炭燃焼ボ

イラー以外）の３種類に分かれる。石炭混焼ボイラーについて、どの程度

石炭を燃料とする場合に石炭燃料ボイラーとするか。 

○ 条約第８条第２項（ｃ）の規定により、実質的な改修をした既存施設は、

条約上新規施設として扱われることとなることから、改正大気汚染防止法

においても新規施設に係る排出基準を適用することとなるが、実質的な改

修の定義についてどう整理するか。 

 

２．BAT を適用した場合の排出限度値 

  改正大気汚染防止法では、水銀等に係る排出基準について、「水銀等の大気

への排出の削減に関する技術水準及び経済性を勘案し、その排出が可能な限

り削減されるよう、水銀濃度について、施設の種類及び規模ごとの許容限度

として、環境省令で定める。」としている。 

これに沿って、新規施設、既存施設それぞれについて、施設の種類及び規模

ごとに、利用可能な最良の技術（Best Available Techniques ：BAT）を適用

した場合の排出限度値を検討する必要がある。  

また、排ガス中の水銀濃度には一定の変動があること及び水俣条約の趣旨を

踏まえ、「平常時における排出口からの水銀の平均的な排出状況を捉えた規制」

とする必要がある。 
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平成 27 年１月 23 日中央環境審議会答申「水俣条約を踏まえた今後の水銀大

気排出対策について」抜粋 

○ 新規施設に係る具体的な規制水準を設定するに当たって 

  排出基準は、ばい煙排出規制における排出基準のように環境基準

等の環境上の目標の維持達成を目指す観点から設定されるものでは

なく、水俣条約第８条第４項を踏まえ「利用可能な最良の技術に適

合」した値とする必要がある。 

  このため、排出基準は、経済的及び技術的考慮を払いつつ、排出

源分類ごとの排出状況及び排出抑制技術の状況について十分に調

査・検討を行い、これらを勘案した上で、現実的に排出抑制が可能

なレベルで定めることとする。また、排出基準の値については、平

常時に対象施設において達成されるべき値として設定することが適

当である。 

○ 既存施設に係る具体的な規制水準を設定するに当たって 

  排出基準値については、施設の大幅な改変が必要な場合等技術的な

制約もあり得ることから、既存施設の種類ごとに講じられている水銀

除去の対策の実態を調査・把握し、水銀の排出削減に有効と評価され

る対策を踏まえ、新規施設とは別に、既存施設としての「利用可能な

最良の技術に適合」した値を設けることが適当である。 

  ○ 水銀排出規制制度の規制手法 

  排ガス中の水銀濃度には一定の変動があること及び水俣条約の趣

旨を踏まえ、平常時における排出口からの水銀の平均的な排出状況を

捉えた規制とする必要がある。 

 

＜検討課題＞ 

 ○ 新規施設に対する利用可能な最良の技術とは何か。 

  また、新規施設に対する利用可能な最良の技術に適合した値として、現実

的に排出抑制が可能なレベルとはどの程度か。 

 ○ 既存施設に対する利用可能な最良の技術とは何か。 

  また、既存施設に対する利用可能な最良の技術に適合した値として、現実

的に排出抑制が可能なレベルとはどの程度か。 

○ 平常時における平均的な排出状況として達成されるべき値をどのように

設定するか。 

○ 施設の種類（焙焼炉、焼結炉、溶鉱炉、溶解炉等により規定）及び規模（排

ガス風量により規定）ごとに設定する排出基準をどこまで細分化するか。 
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３．要排出抑制施設の種類 

  改正大気汚染防止法では、水銀等の排出量が相当程度多い施設であって、

その排出を抑制することが適当であるものとして政令で定めるものを「要排

出抑制施設」として、その設置者に対し、「水銀等の大気への排出に関し、単

独又は共同して、自ら遵守すべき基準を作成し、水銀濃度を測定し、その結

果を記録し、これを保存することその他の水銀等の大気への排出を抑制する

ために必要な措置を講ずるとともに、当該措置の実施の状況及びその評価を

公表しなければならない。」とされている。 

  このため、要排出抑制施設として排出抑制の自主的取組を求める対象施設

及び施設種類について検討する必要がある。 

 

  平成 27 年１月 23 日中央環境審議会答申「水俣条約を踏まえた今後の水銀  

大気排出対策について」抜粋 

  ○ 要排出抑制施設の選定の考え方 

  附属書Ｄには掲げられていない施設のうち、鉄鋼製造施設のような

我が国において附属書Ｄ対象施設と同等に水銀を相当程度排出して

いる施設については、水俣条約では対応を求められていないが、水俣

病経験国として水俣条約の趣旨を積極的に捉える観点から、附属書Ｄ

対象施設に準じた排出抑制取組を求めることが適当である。 

  ○ 要排出抑制施設の設置者の自主的取組の具体的内容 

  排出基準遵守義務を求めないものの、事業者に対する法律上明文化

された責務規定を根拠として、自主管理基準の設定、排出施設の新増

設時における水銀を除去する設備の設置等の排出抑制措置の実施、排

出状況の測定、自主管理基準達成状況について定期的な有識者等によ

る評価・公表の実施、インベントリー策定への協力等、他の一般的な

事業者よりは一段、積極的な取組を求めることとする。国においては、

水銀の排出状況に応じて事業者の自主的取組を円滑に促進するため

の方策を総合的に検討するため、取組の状況を定期的に把握・評価し

ていくことが必要である。 

 

＜検討課題＞ 

 ○ 「水銀等の排出量が相当程度多い施設であつて、その排出を抑制するこ

とが適当である」施設とは、どのようなものが該当するか（例えば、答申

において例示されている「鉄鋼製造施設」のうち、焼結炉、高炉、コーク

ス炉等のいずれを対象とするか。）。 

（なお、自主的取組の具体的な内容及び国としてのフォローアップのあり方に

ついては、別途検討） 
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＜参考１＞全国の水銀排出施設に該当する可能性のある施設数 

調査施設 全施設等の数 備考 

石炭火力発電所及び
石炭燃焼ボイラー（石
炭以外のボイラーを除
く） 

約 220 施設 
一般電気事業者、卸電気事業者（みなし含む）：約 70 施設 
それ以外の事業者数：約 150 施設 

非鉄金属製造施設 
（一次鉛） 

16 炉以上 国内に 1 事業所のみ 

非鉄金属製造施設 
（一次亜鉛） 

49 炉以上 国内に 6 事業所のみ 

非鉄金属製造施設 
（一次銅） 

53 炉以上 国内に 5 事業所のみ 

非鉄金属製造施設 
（二次鉛） 

91 炉以上 

鉛のみ：23 事業所 

日本鉱業協会が生産量 7 割シェア 

「ハンダくず・鉛バッテリー」のみを原料とする施設もある 

非鉄金属製造施設 
（二次亜鉛） 

54 炉以上 

14 事業所（日本鉱業協会：4、協会以外：10） 

※鉛、銅の製造も一部含む 

日本鉱業協会が生産量 5 割シェア 

非鉄金属製造施設 
（二次銅） 

11 炉以上 
6 事業所（日本鉱業協会：2、協会以外：4） 

日本鉱業協会が生産量ほぼ 10 割シェア 

非鉄金属製造施設 
（二次金） 

2 炉以上 
国内に 2 事業所のみ（日本鉱業協会：1※、協会以外：1） 

※銅の一次製錬施設と同事業所 

一般廃棄物焼却施設 約 1,000 施設 全国に稼働中の焼却施設（溶融施設含む） 

産業廃棄物焼却施設 約 1,300 施設 
稼働中の産業廃棄物焼却施設 
水銀特定有害産業廃棄物焼却施設（汚泥焼却施設）6 施設 

下水汚泥焼却施設 130 施設 全国に稼働中の焼却施設（溶融施設含む） 

廃棄物取扱鉄鋼用電
気炉 

16 施設 
6 施設で乾電池扱いあり 

全施設バッチ稼動（約 1 時間／チャージ） 

セメント焼成炉 約 30 事業所 
原燃料に占める廃棄物の割合が施設によって異なる 
国内のロータリーキルン数は、50 基程度 

（出典）平成 26 年度水銀大気排出抑制対策調査業務報告書（平成 27 年 3 月 株

式会社数理計画） を一部加工 
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＜参考２＞水銀大気排出インベントリー（2010 年ベース、2013 年更新） 

 


